
　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ①

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 688,387 733,673

一般会計 経済産業本省 1,491,825 1,839,091

2,180,212 2,572,764

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計 経済産業本省 1,900,000 1,990,000

1,900,000 1,990,000

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

4,080,212 4,562,764

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

小　計

政策評価調書（個別票）

Ⅰ．経済構造改革の推進

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 政策体系が異なるため判断不可
（千円）

予算科目

政策評価の対象と
なっているもの

経済構造改革推進費 経済構造改革の推進に必要な経費

経済構造改革推進費
中小企業の経済構造改革の推進に
必要な経費

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

小　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

合　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人経済産業研究所運
営費

独立行政法人経済産業研究所運営
費交付金に必要な経費
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ②

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 5,159,891 5,542,736

一般会計 経済産業本省 7,429,178 9,658,523

一般会計 経済産業本省 3,401,971 5,088,249

一般会計 経済産業本省 412,156 440,249

16,403,196 20,729,757

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

一般会計 経済産業本省 26,570,000 29,500,000

26,570,000 29,500,000

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

42,973,196 50,229,757

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

合　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人日本貿易振興機構
運営費

独立行政法人日本貿易振興機構運
営費交付金に必要な経費

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

対外経済政策推進費
経済協力に係る対外経済関係の円
滑な発展に必要な経費

対外経済政策推進費
中小企業の対外経済関係の円滑な
発展に必要な経費

対外経済政策推進費
対外経済関係の円滑な発展に必要
な経費

対外経済政策推進費
対外経済関係の円滑な発展に係る
研究開発等に必要な経費

小　計

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 政策体系が異なるため判断不可
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

Ⅱ．対外経済関係の円滑な発展
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ③

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 4,102,372 21,405,784

一般会計 経済産業本省 192,550 192,550

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 5,120,010 ＞の内数 ＜ 4,508,951 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 476,455,841 ＞の内数 ＜ 991,472,436 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

⑥ ＜ 12,345,060 ＞の内数 ＜ 52,316,310 ＞の内数

特許特別会計 49,912,779 51,764,642

特許特別会計 34,102,871 36,829,291

東日本大震災復
興特別会計

⑦ ＜ 8,838,838 ＞の内数 ＜ 8,330,276 ＞の内数

4,294,922 21,598,334

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

84,015,650 88,593,933

＜ 502,759,749 ＞の内数 ＜ 1,056,627,973 ＞の内数

一般会計 経済産業本省 16,620 16,942

一般会計 経済産業本省 2,400,000

一般会計 経済産業本省 61,800,000 65,350,000

一般会計 経済産業本省 4,000,000

一般会計 経済産業本省 14,447,800 18,815,205

一般会計 経済産業本省 7,759,000 8,100,000

一般会計 経済産業本省 596,000

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 48,555,000 ＞の内数 ＜ 64,300,000 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 26,601,264 ＞の内数 ＜ 46,190,000 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 138,388,598 ＞の内数 ＜ 140,385,320 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 12,345,060 ＞の内数 ＜ 52,316,310 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 143,105 ＞の内数 ＜ 28,923 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

⑥ ＜ 607,061 ＞の内数 ＜ 560,883,721 ＞の内数

特許特別会計 10,560,922 11,554,071

84,023,420 99,278,147

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

10,560,922 11,554,071

＜ 226,640,088 ＞の内数 ＜ 864,104,274 ＞の内数

88,318,342 120,876,481

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

94,576,572 100,148,004

＜ 729,399,837 ＞の内数 ＜ 1,920,732,247 ＞の内数

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

登録免許税納付確認等事務費
特許特別会計へ繰入

登録免許税納付確認等事務の財源
の特許特別会計へ繰入れに必要な
経費

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

産業技術・環境・産業標準政
策推進費

産業技術・環境・産業標準政策の
研究開発等に必要な経費

産業技術・環境・産業標準政
策推進費

中小企業の産業技術・環境・産業
標準政策の推進に必要な経費

事務取扱費
工業所有権の審査審判等の処理促
進に必要な経費

事務取扱費 特許事務の機械化に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定
供給確保等復興政策費

産業技術・環境・産業標準政策の
研究開発等に必要な経費

小　計

合　計

一般会計

特別会計

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 政策体系が異なるため判断不可
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

独立行政法人工業所有権情
報・研修館運営費

独立行政法人工業所有権情報・研
修館運営費交付金に必要な経費

独立行政法人エネルギー・金
属鉱物資源機構出資

独立行政法人エネルギー・金属鉱
物資源機構出資に必要な経費

国立研究開発法人産業技術総
合研究所運営費

国立研究開発法人産業技術総合研
究所運営費交付金に必要な経費

国立研究開発法人産業技術総
合研究所施設整備費

国立研究開発法人産業技術総合研
究所施設整備に必要な経費

国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構
運営費

国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構運営費交付
金に必要な経費

独立行政法人製品評価技術基
盤機構運営費

Ⅲ．産業技術・環境対策の促進並びに産業標準の整備及び普及

独立行政法人製品評価技術基盤機
構運営費交付金に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進電源開発促進勘定へ繰入

脱炭素成長型経済構造移行費用の
財源の電源開発促進勘定へ繰入れ
に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進公債事務取扱費一般会計へ
繰入

脱炭素成長型経済構造移行推進に
係る公債事務取扱費の財源の一般
会計へ繰入れに必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進国債整理基金特別会計へ繰
入

脱炭素成長型経済構造移行推進に
係る国債整理基金特別会計へ繰入
れに必要な経費

独立行政法人製品評価技術基
盤機構施設整備費

独立行政法人製品評価技術基盤機
構施設整備に必要な経費

国立研究開発法人日本原子力
研究開発機構出資

国立研究開発法人日本原子力開発
機構出資に必要な経費

エネルギー需給構造高度化対
策費

温暖化対策に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進
に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進
に必要な経費

独立行政法人エネルギー・金
属鉱物資源機構運営費

独立行政法人エネルギー・金属鉱
物資源機構運営費交付金に必要な
経費

国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構
運営費

国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構運営費交付
金に必要な経費
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ④

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 21,301,426 21,321,598

一般会計 経済産業本省 9,196,683 14,642,032

一般会計 経済産業本省 91,332 31,332

一般会計 経済産業本省 2,636,566 3,180,289

一般会計 経済産業本省 120,125 120,125

東日本大震災復
興特別会計

⑦ ＜ 2,342,000 ＞ の内数 ＜ 2,273,000 ＞ の内数

33,346,132 39,295,376

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,342,000 ＞ の内数 ＜ 2,273,000 ＞ の内数

一般会計 経済産業本省 10,107,889 17,271,952

10,107,889 17,271,952

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

43,454,021 56,567,328

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ 2,342,000 ＞ の内数 ＜ 2,273,000 ＞ の内数

合　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人情報処理推進機構
運営費

独立行政法人情報処理推進機構運
営費交付金に必要な経費

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

情報処理・サービス・製造産業
振興費

情報処理の促進及びサービス・製
造産業の振興に係る研究開発等に
必要な経費

情報処理・サービス・製造産業
振興費

中小企業の情報処理の促進及び
サービス・製造産業の振興に必要
な経費

情報処理・サービス・製造産業
振興費

情報処理の促進及びサービス・製
造産業の振興に必要な経費

情報処理・サービス・製造産業
振興費

電子経済産業省構築事業に必要な
経費

情報処理・サービス・製造産業
振興費

中小企業電子経済産業省構築事業
に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

情報処理の促進及びサービス・製
造産業の振興に必要な経費

小　計

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 政策体系が異なるため判断不可
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

Ⅳ．情報処理の促進並びにサービス・製造産業の発展
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑤

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 2,486,855 3,550,755

一般会計 経済産業本省 300,000 300,000

2,786,855 3,850,755

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

2,786,855 3,850,755

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

合　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

産業保安確保費 産業保安の確保に必要な経費

産業保安確保費 中小企業の産業保安に必要な経費

小　計

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 政策体系が異なるため判断不可
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

Ⅴ．産業保安の確保
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【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑥

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計
資源エネルギー
庁

727,608 1,018,186

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

279,789,807 279,302,823

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

70,832,097 88,279,139

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

66,176,879 80,349,026

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 5,120,010 ＞の内数 ＜ 4,508,951 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 476,455,841 ＞の内数 ＜ 991,472,436 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

148,538,244 152,507,227

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

10,921,987 11,708,000

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

③ ＜ 12,345,060 ＞の内数 ＜ 52,316,310 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

196,945 190,337

エネルギー対策
特別会計

電源開発促進勘
定

56,998 64,203

727,608 1,018,186

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

576,512,957 612,400,755

＜ 493,920,911 ＞の内数 ＜ 1,048,297,697 ＞の内数

一般会計
資源エネルギー
庁

3,910,990 4,000,000

一般会計
資源エネルギー
庁

386,831,000 542,769,447

一般会計
資源エネルギー
庁

144,571,000 155,063,500

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 48,555,000 ＞の内数 ＜ 64,300,000 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 26,601,264 ＞の内数 ＜ 46,190,000 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

1,461,056,270 1,491,097,785

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 138,388,598 ＞の内数 ＜ 140,385,320 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 12,345,060 ＞の内数 ＜ 52,316,310 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

8 7

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 143,105 ＞の内数 ＜ 28,923 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

エネルギー需給
勘定

③ ＜ 607,061 ＞の内数 ＜ 560,883,721 ＞の内数

エネルギー対策
特別会計

原子力損害賠償
支援勘定

10,937,845,618 10,701,377,803

535,312,990 701,832,947

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

12,398,901,896 12,192,475,595

＜ 226,640,088 ＞の内数 ＜ 864,104,274 ＞の内数

536,040,598 702,851,133

＜ ＞の内数 ＜ ＞の内数

12,975,414,853 12,804,876,350

＜ 720,560,999 ＞の内数 ＜ 1,912,401,971 ＞の内数

合　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

独立行政法人エネルギー・金
属鉱物資源機構運営費

独立行政法人エネルギー・金属鉱
物資源機構運営費交付金に必要な
経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進国債整理基金特別会計へ繰
入

脱炭素成長型経済構造移行推進に
係る国債整理基金特別会計へ繰入
れに必要な経費

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

事務取扱費 電源利用対策に必要な経費

小　計

国立研究開発法人新エネル
ギー・産業技術総合開発機構
運営費

国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構運営費交付
金に必要な経費

国債整理基金特別会計へ繰入
国債整理基金特別会計へ繰入れに
必要な経費

国債整理基金特別会計へ繰入
国債整理基金特別会計へ繰入れに
必要な経費

石油石炭税財源燃料安定供給
対策及エネルギー需給構造高
度化対策費エネルギー対策特
別会計へ繰入

石油石炭税財源の燃料安定供給対
策及エネルギー需給構造高度化対
策に係るエネルギー対策特別会計
エネルギー需給勘定へ繰入れに必
要な経費

電源開発促進税財源電源立地
対策及電源利用対策費エネル
ギー対策特別会計へ繰入

電源開発促進税財源の電源立地対
策及電源利用対策に係るエネル
ギー対策特別会計電源開発促進勘
定へ繰入れに必要な経費

独立行政法人エネルギー・金
属鉱物資源機構出資

独立行政法人エネルギー・金属鉱
物資源機構出資に必要な経費

独立行政法人エネルギー・金
属鉱物資源機構運営費

融通証券等事務取扱費一般会
計へ繰入

融通証券等事務取扱費の財源の一
般会計へ繰入れに必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進電源開発促進勘定へ繰入

脱炭素成長型経済構造移行費用の
財源の電源開発促進勘定へ繰入れ
に必要な経費

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 政策体系が異なるため判断不可
（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

Ⅵ．鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長
型経済構造への円滑な移行の推進

電源立地対策に必要な経費

独立行政法人エネルギー・金属鉱
物資源機構運営費交付金に必要な
経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進公債事務取扱費一般会計へ
繰入

脱炭素成長型経済構造移行推進に
係る公債事務取扱費の財源の一般
会計へ繰入れに必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進
に必要な経費

鉱物資源安定供給確保費
鉱物資源の安定供給の確保に必要
な経費

電源利用対策費 電源利用対策に必要な経費

事務取扱費 電源立地対策に必要な経費

燃料安定供給対策費
石油・天然ガス・石炭の安定供給
確保に必要な経費

エネルギー需給構造高度化対
策費

エネルギー源の多様化等に必要な
経費

エネルギー需給構造高度化対
策費

省エネルギーの推進に必要な経費

エネルギー需給構造高度化対
策費

温暖化対策に必要な経費

脱炭素成長型経済構造移行推
進対策費

脱炭素成長型経済構造の移行推進
に必要な経費

電源立地対策費



　　　別紙６-２

【政策ごとの予算額】

政策名 番号 ⑦

評価方式

会計 組織／勘定

一般会計 経済産業本省 1,570,204 2,497,204

一般会計 経済産業本省 2,006,000 4,690,000

一般会計 中小企業庁 67,936,546 81,060,073

東日本大震災復
興特別会計

588,489 454,000

東日本大震災復
興特別会計

22,414,576 22,441,117

東日本大震災復
興特別会計

③ ＜ 8,838,838 ＞ の内数 ＜ 8,330,276 ＞ の内数

東日本大震災復
興特別会計

④ ＜ 2,342,000 ＞ の内数 ＜ 2,273,000 ＞ の内数

東日本大震災復
興特別会計

2,767,527 1,015,826

71,512,750 88,247,277

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

25,770,592 23,910,943

＜ 11,180,838 ＞ の内数 ＜ 10,603,276 ＞ の内数

一般会計 中小企業庁 18,345,227 21,210,000

東日本大震災復
興特別会計

208,009 196,736

18,345,227 21,210,000

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

208,009 196,736

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

89,857,977 109,457,277

＜ ＞ の内数 ＜ ＞ の内数

25,978,601 24,107,679

＜ 11,180,838 ＞ の内数 ＜ 10,603,276 ＞ の内数

独立行政法人中小企業基盤整備
機構運営費

独立行政法人中小企業基盤整備機
構運営費交付金に必要な経費

東日本大震災復興独立行政法人
中小企業基盤整備機構運営費

東日本大震災復興に係る独立行政
法人中小企業基盤整備機構運営費
交付金に必要な経費

合　計

一般会計

特別会計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっていないが、
ある政策に属する
と整理できるもの

小　計

一般会計

特別会計

政策評価の対象と
なっているもの

地域経済政策推進費
中小企業の地域経済の発展に必要
な経費

小　計

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

地域経済の発展に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興事業費

中小企業政策の推進に必要な経費

工業用水道事業費 工業用水道事業に必要な経費

中小企業政策推進費 中小企業政策の推進に必要な経費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

中小企業政策の推進に必要な経費

（千円）

予算科目

他に記載のある
個別票の番号

予算額

項 事項
５年度

当初予算額
６年度

概算要求額

総合･実績･事業･その他 政策目標の達成度合い 政策体系が異なるため判断不可

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

経済・産業及エネルギー安定供
給確保等復興政策費

産業技術・環境・産業標準政策の
研究開発等に必要な経費

情報処理の促進及びサービス・製
造産業の振興に必要な経費

Ⅶ．中小企業及び地域経済の発展
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